
資産の部

　 Ⅰ流動資産

現金及び預金 125,345,722

前払費用 59,622

流動資産合計 125,405,344

Ⅱ固定資産

1.有形固定資産

建物 943,071,965

減価償却累計額 △ 395,508,460 547,563,505

構築物 12,259,418

減価償却累計額 △ 11,155,469 1,103,949

工具器具備品 6,476,268

減価償却累計額 △ 4,674,070 1,802,198

土地 1,193,641,600

有形固定資産合計 1,744,111,252

2.無形固定資産

電話加入権 37,800

無形固定資産合計 37,800

固定資産合計 1,744,149,052

資産合計 1,869,554,396

負債の部
Ⅰ流動負債

未払金 79,651,850

預り金 289,765

流動負債合計 79,941,615

Ⅱ固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 4,749,090

資産見返物品受贈額 528,516 5,277,606

固定負債合計 5,277,606

負債合計 85,219,221

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 1,603,381,037

資本金合計 1,603,381,037

Ⅱ資本剰余金

資本剰余金 539,319,912

損益外減価償却累計額 △ 403,795,303

損益外減損損失累計額 △ 34,200

資本剰余金合計 135,490,409

Ⅲ利益剰余金

積立金 3,881,918

当期未処分利益 41,581,811

利益剰余金合計 45,463,729

純資産合計 1,784,335,175

負債純資産合計 1,869,554,396

（うち、当期総利益41,581,811円）

貸借対照表(労災勘定）
(平成29年3月31日)

（単位：円）



 経常費用

業務費

人件費 45,390,108

外部委託費 103,212

諸謝金 6,221,503

消耗品費 471,298

賃借料 312,768

旅費交通費 581,445

その他 63,088 53,143,422

一般管理費

人件費 2,513,866

外部委託費 24,678,925

水道光熱費 11,271,124

保守料 70,038

修繕費 1,720,666

消耗品費 1,892,077

租税公課 4,280,233

減価償却費 1,064,783

その他 608,190 48,099,902

経常費用合計 101,243,324

 経常収益

運営費交付金収益 106,871,196

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 1,043,511

資産見返物品受贈額戻入 21,273 1,064,784

経常収益合計 107,935,980

経常利益 6,692,656

 臨時損失

固定資産除却損 1 1

 臨時利益

運営費交付金精算収益化額 34,889,156 34,889,156

 当期純利益 41,581,811

 当期総利益 41,581,811

損益計算書(労災勘定)
(平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（単位：円）



Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

  人件費支出 △ 47,841,878

  業務支出 △ 8,550,397

　一般管理支出 △ 43,169,106

  運営費交付金収入 106,986,000

     小計 7,424,619

    業務活動によるキャッシュ・フロー 7,424,619

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

  有形固定資産の取得による支出 △ 53,318,956

　施設費による収入 96,674,152

    投資活動によるキャッシュ・フロー 43,355,196

Ⅲ　資金増減額 50,779,815

Ⅳ　資金期首残高 74,565,907

Ⅴ　資金期末残高 125,345,722

キャッシュ・フロー計算書(労災勘定)
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（単位：円）



Ⅰ　業務費用

　　　損益計算書上の費用

　　　　　業務経費 53,143,422

　　　　　一般管理費 48,099,902

　　　　　固定資産除却損 1 101,243,325

　　　　業務費用合計 101,243,325

Ⅱ　損益外減価償却相当額 42,327,478

Ⅲ　引当外賞与見積額 258,901

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 △ 47,845,243

Ⅴ　機会費用

　　　国又は地方公共団体財産の無償又は

　　　減額された使用料による貸借取引の

　　　機会費用 2,252,514

　　　政府出資又は地方公共団体出資等の

　　　機会費用 1,129,895 3,382,409

Ⅵ　行政サービス実施コスト 99,366,870

（単位：円）

（注）「Ⅲ引当外賞与見積額」及び「Ⅳ引当外退職給付増加見積額」の計上基準については、
　　　注記事項［重要な会計方針］３.４.に記載しております。

（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

行政サービス実施コスト計算書（労災勘定）



注 記 事 項（労災勘定） 

 

〔重要な会計方針〕 

当機構では、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27

年 1 月 27 日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関

する Q&A」（平成 28 年 2月改訂）（以下、「独立行政法人会計基準等」という。）を適用し

て、財務諸表等を作成しております。 

ただし、「独立行政法人会計基準」第 43（注解 39）の規定については、「独立行政法

人通則法の一部を改正する法律」の附則第8条により経過措置を適用していることから、

経過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っておりま

す。 

 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しています。なお、管理部門の活動については期間進行基準を採

用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

  有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物         6～50 年 

     構築物        8～50 年 

     工具器具備品     5～15 年 

 

    また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

将来支給する賞与については、当期以前の事象に起因する合理的な見積額を引当

金として貸借対照表に負債計上するとともに、当期の負担に帰すべき額を損益計算

書に費用計上することになっておりますが、その財源措置が運営費交付金により明

らかにされている場合には、引当金は計上しないこととされています。 

当機構における賞与については、運営費交付金から財源措置がなされるため、賞

与に係る引当金は計上しておりません。 

この場合、国民の負担に帰せられるコストを示すため、「引当外賞与見積額」と

して、行政サービス実施コスト計算書に表示することとされております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における「引当外賞与見積額」は、事業年



度末に在職する職員について、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与

見積額を控除して計算しております。 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

将来支給する退職給付については、当期以前の事象に起因する合理的な見積額を

引当金として貸借対照表に負債計上するとともに、当期の負担に帰すべき額を損益

計算書に費用計上することとされておりますが、その財源措置が運営費交付金によ

り明らかにされている場合には、引当金は計上しないこととされています。 

当機構における退職一時金及び厚生年金基金への掛金並びに年金基金積立不足

額については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当

金は計上しておりません。 

この場合、国民の負担に帰せられるコストを示すため、「引当外退職給付増加見

積額」として、行政サービス実施コスト計算書に表示することとされております。 

（１）退職一時金に係る債務 

行政サービス実施コスト計算書における「引当外退職給付増加見積額」は、事業

年度末に在職する役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の

自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職者に係る前期末退職給付見積額相

当額を控除した金額を計上しております。 

（２）厚生年金基金に係る年金債務 

    行政サービス実施コスト計算書における「引当外退職給付増加見積額」は、年金

債務に係る当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を

控除した金額を計上しております。 

    厚生年金基金の代行部分について、平成 28 年 4 月 1 日に厚生労働大臣から将来

分の支給義務免除の認可を受け、平成 29 年 3 月 31 日に過去分支給義務免除の認可

を受けております。また、平成 29 年 4 月 1 日に厚生年金基金から企業年金基金に

移行しております。 

これに伴い、行政サービス実施コスト計算書に引当外退職給付増加見積額として

△38,828,630 円を計上しております。 

 

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費

用の計算方法 

不動産鑑定士の鑑定評価額に基づき計上しております。 

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の平成29年3月末利回りを参考に0.065％で計算しております。 

 

 



６．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

  

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

資金の範囲は、手許現金及び普通預金からなっております。 

 

〔重要な会計方針の変更〕 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

    運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで、管理部門の活動経費

である一般管理費のうち、業務の実施と運営費交付金財源との対応関係が明らかで

ある年間業務契約を行っている費用については、期間進行基準を採用し、その他は

費用進行基準を採用しておりましたが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当

事業年度より、業務達成基準を採用しております。なお、管理部門の活動経費につ

いては期間進行基準を採用しております。 

    これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、経常利益は

6,549,055 円増加しております。なお、独立行政法人会計基準第 81 第 4項の規定に

基づき、運営費交付金債務残高の全額を収益に振り替えるため、当期純利益に与え

る影響はありません。また、行政サービス実施コストに与える影響はありません。 

 

〔貸借対照表 関係〕 

１．運営費交付金等の国からの財源措置から充当されるべき賞与の見積額は、4,088,852

円です。 

 

２．運営費交付金等の国からの財源措置から充当されるべき退職給付の見積額は、

49,137,683 円です。 

 

〔損益計算書 関係〕 

１．業務費 人件費の内訳                

給与及び手当                     39,120,776 円 

法定福利費（職員）                  6,269,332 円 

 

２．一般管理費 人件費の内訳 

役員報酬                         635,903 円 

給与及び手当                      1,531,754 円 

法定福利費（職員）                    346,209 円 

 

 



〔キャッシュ・フロー計算書 関係〕 

１．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定      125,345,722 円 

       資金期末残高            125,345,722 円 

 

 ２．重要な非資金取引の内容 

    重要な非資金取引はございません。 

 

〔金融商品に関する注記〕 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当機構は、資金運用については１年以上の長期にわたり運用が可能となる余裕金

について、満期保有を原則として独立行政法人通則法第 47条に規定されている金融

商品（国債、地方債及び政府保証債）のみを対象として行っており、デリバティブ

取引は行っておりません。 

上記以外の期中において短期的に生ずる資金運用については、預金に限定して

行っております。また、運用先金融機関等の債務不履行リスク等に十分配慮し信用

ある格付け機関の格付けを「Ａ」以上として選定し定期的に確認を行っております。 

なお、余裕金の運用にあたっては内部規程に定められた制限及び手続きをもって

行うこととしております。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

     期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

                                （単位：円） 

区   分 
貸借対照表計上額

（*）A 
時  価（*）B 

差  額 

B-A 

(1)現金及び預金 

(2)未払金 

125,345,722 

 (79,651,850)

125,345,722  

(79,651,850) 

0 

(0)

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金 

現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

（２）未払金 

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 



〔賃貸等不動産に関する注記〕 

   該当する賃貸等不動産はございません。 

 

〔不要財産に係る国庫納付等に関する注記〕 

    不要財産の国庫納付等に該当する支出はございません。 

 

〔資産除去債務に関する注記〕 

  資産除去債務に該当する資産はございません。  

 

〔重要な債務負担行為〕 

  重要な債務負担行為はございません。 

 

〔重要な後発事象〕 

  重要な後発事象はございません。 



　Ⅰ　当期未処分利益 41,581,811円

　　当期総利益 41,581,811円

　Ⅱ　利益処分額

　　積立金 41,581,811円

利益の処分に関する書類

（労災勘定）



１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額

（単位：円）

　減価償却累計額 　減損損失累計額

当期償却額 当期減損額

6,614,579 0 0 6,614,579 3,139,170 443,177 0 0 3,475,409

6,367,384 114,804 276,465 6,205,723 4,403,526 621,606 0 0 1,802,197

12,981,963 114,804 276,465 12,820,302 7,542,696 1,064,783 0 0 5,277,606

892,987,386 43,470,000 0 936,457,386 392,369,290 42,209,528 0 0 544,088,096

12,259,418 0 0 12,259,418 11,155,469 117,950 0 0 1,103,949

270,545 0 0 270,545 270,544 0 0 0 1

905,517,349 43,470,000 0 948,987,349 403,795,303 42,327,478 0 0 545,192,046

1,193,641,600 0 0 1,193,641,600 0 0 1,193,641,600

1,193,641,600 0 0 1,193,641,600 0 0 1,193,641,600

899,601,965 43,470,000 0 943,071,965 395,508,460 42,652,705 0 0 547,563,505

12,259,418 0 0 12,259,418 11,155,469 117,950 0 0 1,103,949

6,637,929 114,804 276,465 6,476,268 4,674,070 621,606 0 0 1,802,198

1,193,641,600 0 0 1,193,641,600 0 0 1,193,641,600

2,112,140,912 43,584,804 276,465 2,155,449,251 411,337,999 43,392,261 0 0 1,744,111,252

72,000 0 0 72,000 34,200 0 37,800

72,000 0 0 72,000 34,200 0 37,800

（注1）減損損失累計額は、中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損に係るものである。

（注2）建物は、労働大学校の改修工事により増加したものである。

（注3）有形固定資産（償却費損益内）の工具器具備品の減少には運営費交付金により取得した資産の除却を含み、この資産の未償却残高1円は損益計算書の臨時損失

     （固定資産除却損）に計上している。なお同額を経常収益（資産見返運営費交付金戻入）に計上している。

無形固定資産
電 話 加 入 権

計

土 地

建 物

計

計

有形固定資産
(償却費損益内)

有形固定資産
(償却費損益外)

非償却資産
計

工 具 器 具 備 品

建 物

建 物

有形固定資産
合計

計

構 築 物

土 地

工 具 器 具 備 品

構 築 物

工 具 器 具 備 品

附属明細書（労災勘定）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 差引当期末残高 摘  要



２．資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要

1,603,381,037 0 0 1,603,381,037

計 1,603,381,037 0 0 1,603,381,037

496,937,456 43,470,000 0 540,407,456
施設整備費補助金に
よる改修工事

△ 1,087,544 0 0 △ 1,087,544

495,849,912 43,470,000 0 539,319,912

損益外減価償却累計額 △ 361,467,825 △ 42,327,478 0 △ 403,795,303 減価償却による増加

△ 34,200 0 0 △ 34,200

134,347,887 1,142,522 0 135,490,409

３．積立金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

3,881,061 857 0 3,881,918

４．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

106,986,000 141,760,352 114,804 0 141,875,156 0

(2)運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

費用

業務達成基準による振替額

政策研究経費 0 0

情報収集等経費 0 0

国際研究交流経費 0 0

成果普及等経費 0 0

研修事業経費 8,655,000 7,753,314

期間進行基準による振替額 98,216,196 92,425,227

費用進行基準による振替額 0 0 　―（費用進行基準を採用した業務は無い）

34,889,156 ―

141,760,352 100,178,541

　②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

振替額 振替額

政策研究経費 0 0

情報収集等経費 0 0

国際研究交流経費 0 0

成果普及等経費 0 0

研修事業経費 0 0

法人共通 114,804 工具器具備品：114,804円 0

114,804 0

人件費47,903,974円、外部委託費24,678,925円、水道光熱費11,271,124円、
租税公課4,280,233円、その他4,290,971円

期首残高
交付金当期

交付額

当期振替額

期末残高

34,889,156

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

合計

区　　分 運営費交付金収益

会計基準第81第4項による振替額

合  計

セグメント
資本剰余金への振替

運営費交付金の主な使途

主な使途

主な使途
資産見返運営費交付金への振替

主な使途

中期目標期間最終年度であることから、独立行政法人会計基準第81第4項の規
定に基づき運営費交付金債務残高の全額を収益化した。

諸謝金6,221,503円、旅費交通費581,445円、消耗品費471,298円、その他
479,068円

摘　要区　　　分

資
本
金

政府出資金

資本剰余金

計

差引計

損益外減損損失累計額

通則法44条1項積立金

　施設費
資
本
剰
余
金

　損益外除売却差額相当額

利益処分による増加

 ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―



５.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

   施設費の明細

（単位：円）

建設仮勘定見返施
設費

資本剰余金 その他

43,470,000 0 43,470,000 0

43,470,000 0 43,470,000 0

６．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員
(-) (0) (-) (0)

636            0              - 0              
(-) (0) (-) (0)

47,268         4              - 0              
(-) (0) (-) (0)

47,904         4              - 0              

(注１)非常勤職員に対する給与支給額及び支給人員は、各々の区分において(　)外書で記載しております。

(注２)役員に対する報酬の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構役員報酬規程に基づき支給しております。

(注３)職員に対する給与の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構職員給与規程に基づき支給しております。

　　 また、非常勤職員については、独立行政法人労働政策研究・研修機構嘱託に関する要領に基づき支給しております。

(注４)職員の報酬又は給与の支給人員は、年間平均支給人員数となっております。

(注５)支給人員数については、独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令（平成15年9月30日

　 　厚生労働省令第151号）第10条に基づく共通経費の各勘定への配分をする前の支給人員を記載しております。

(注６)役員に対する退職金の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構役員退職金規程に基づき支給しております。

(注７)職員に対する退職手当の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

職　　　員

合　　　計

退職手当

役　　　員

報酬又は給与

施設整備費補助金

計

当期交付額

区　　　分

摘  要区  分

左の会計処理内訳


